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豊川市福祉有償運送運営協議会設置要綱 

（名称） 

第１条 この会の名称は、豊川市福祉有償運送運営協議会（以下「協議会」という。）

とする。 

（目的） 

第２条 協議会は、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号。以下「法」という。）

第７８条第２号に定める自家用有償旅客運送のうち、道路運送法施行規則（昭和

２６年運輸省令第７５号）第４９条第２号に定める福祉有償運送（以下「福祉有

償運送」という。）について、その必要性、これを行う場合における旅客から収

受する対価その他福祉有償運送の適正な運営の確保のために必要となる事項を協

議するため設置する。 

（主宰） 

第３条 協議会は、豊川市が主宰する。 

（協議事項） 

第４条 協議会は、次の事項について協議を行う。 

⑴ 法第７９条の規定に基づき、福祉有償運送の登録（法第７９条の６第１項の

規定に基づく有効期間の更新の登録及び法第７９条の７第１項の規定に基づく

変更登録を含む。）を申請する場合における運送の必要性、旅客から収受する

対価及び旅客の範囲並びに輸送の安全の確保及び利用者利便の確保措置に関す

る事項 

⑵ 法第７９条の１２第１項第４号の規定による合意の解除に関する事項 

⑶ 協議会の運営方法その他福祉有償運送に関し協議会が必要と認める事項 

（組織） 

第５条 協議会は、次に掲げる者を委員として組織する。 

⑴ 豊川市長が指名する職員 

⑵ 豊川市を営業区域に含むタクシー事業者及びその組織する団体に所属する者 

⑶ 福祉有償運送の利用が想定される者 

⑷ 国土交通省中部運輸局愛知運輸支局長が指名する職員 

⑸ 関係するタクシー事業者の運転者が組織する団体に所属する者 

⑹ 豊川市において現に福祉有償運送を行っている特定非営利活動法人等（以下

「ＮＰＯ等」という。）の団体に所属する者  

⑺ 学識経験者その他豊川市が必要と認める者 

２ 委員は市長が委嘱又は任命する。 

３ 福祉有償運送事業の運営主体となるＮＰＯ等の代表は、事業実施責任主体とし

て意見を述べ、運営状況等について報告するために、オブザーバーとして協議会

に参加させることができる。 

（会長及び会長の職務代理） 

第６条 協議会に会長及び副会長を置く。 
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２ 会長は、委員の互選により選出する。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を招集し、会議の議長となる。 

４ 副会長は、会長の指名した者をもって充て、会長に事故あるときはその職務を

代理する。 

（委員の任期） 

第７条 委員の任期は２年とし、再任を妨げないものとする。 

２ 委員の欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（運営） 

第８条 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

２ 協議会の議事は、委員の合議で決するが、協議が整わないときは、会長及び会

長があらかじめ指名した者が協議して決定するところによる。ただし、第５条第

１項第６号に掲げる委員は、自ら行う福祉有償運送の可否の議決には加わること

はできないものとする。 

３ やむを得ない理由のため協議会に出席できない委員のうち、会長及び副会長で

ある場合を除いて、同一の団体又は機関に所属する者を代理人として出席させ、

合議及び表決を委任することができる。 

４ 委員は、あらかじめ書面をもって、会長又は当該委員が特定した委員に、合議

及び表決を委任することができる。 

５ 前２項の規定により、代理人を出席させた委員又は委任状を提出した委員は、

第１項及び第３項の適用については、協議会に出席したものとみなす。 

６ 会長は、会議の運営上必要があると認めるときは、委員以外の者を出席させ、

意見を聴くことができる。 

７ 協議会は原則として公開とする。ただし、個人情報の取り扱いについては十分

配慮し、必要に応じ非公開とする等の適切な措置を講ずるものとする。 

８ 福祉有償運送に関する相談、苦情、その他に対応するため、以下の連絡・通報

窓口を定めるものとする。 

 

 

 

 

 

（開催） 

第９条 協議会は、次の場合に開催する。 

 (1) 福祉有償運送登録及び更新の申請が行われる場合 

 (2) 福祉有償運送に関して重大な事故等、問題が発生した場合 

 (3) その他福祉有償運送事業の適正実施に必要がある場合 

（事務局） 

第１０条 この協議会の事務局を豊川市福祉部地域福祉課に置く。 

（福祉有償運送に係る相談又は通報窓口） 

豊川市役所福祉部地域福祉課 

連絡先：電話（０５３３）９５―０２３１ 

FAX （０５３３）８９―２１３７ 
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（守秘義務） 

第１１条 協議会の委員は、個人情報その他業務上知り得た秘密を他に漏らしては

ならない。 

（協議結果の取り扱い） 

第１２条 協議会において協議が調った事項について、関係者はその結果を尊重し、

当該事項の誠実な実施に努めるものとする。 

２ 協議会において協議が調った場合には、申請者は速やかに愛知運輸支局へ申請

を行うものとする。 

（委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長

が協議会に諮って別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成１８年３月１０日から施行する。 

２ この要綱の施行後最初の委員の任期は、第７条の規定にかかわらず、平成２０

年３月３１日までとする。 

附 則 

この要綱は、平成１９年２月８日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 


